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国分グローサーズチェーン
コンビニ交付サービスの取組み

平成28年7月21日〔木〕
国分グローサーズチェーン株式会社



21. 会社概要

社名 国分グローサーズチェーン株式会社
ストア名 コミュニティ・ストア
設⽴ 平成6年7月1日
資本⾦ 9,350万円
年商 105億円（平成27年12月末現在）
本社所在地 東京都中央区日本橋1-1-1
本部事業所 東京都江東区⻲⼾2-3-6
事業内容 コンビニエンスストアの経営及び加盟店の経営指導

不動産・店舗設備機器・商品陳列器具の売買及び賃貸
従業員 80人（平成27年12月末現在）
加盟店数 86店（平成27年12月末現在）

⺟体企業 国分グループ本社株式会社
http://www.kokubu.co.jp/

役員 代表取締役社⻑：横⼭ 敏貴
取締役： 6名
監査役： 1名

コミュニティ・ストアは、 「国分グループ本
社株式会社」を核とする日本最大級の卸
売企業グループを中心とした製造部門や
関連事業などを広範な機能を有する国分
グループの一員です。
こうしたグループ企業ならではの緊密なパ
ートナーシップにより、様々な業態のお客
様の満足とお店の繁栄に向けた総合⼒を
発揮しています。

http://www.kokubu.co.jp/


32. 事業概要〔特⻑〕

コンビニエンスストア事業 機 能 提 供 事 業

・スーパーバイジング
・マーチャンダイジング
・情報システム
・物流システム
・CVSサービス機能

CVS運営システムの部分提供
・売店などへの商品供給
・売店などへのPOSｼｽﾃﾑ提供
・SMなどへのサービス機能提供
〔コミュニティ･ストアPOINT〕

国分グローサーズチェーン〔KGC〕では「コンビニエンスストア〔CVS〕事業」と、CVS事業
で培った機能・サービスなどを様々な業態〔店舗〕へ提供する「機能提供事業」との二つ
を柱とし、他のCVSとは一線を画した事業を展開。



43. コンビニ交付サービスへの参加

本事業の主旨〔「いつでも」「どこでも」〕に賛同するとともに、コンビニエンスストアとして、
地域住⺠のサービス向上を⽬的に、平成27年2月よりサービス開始。

SHARP製
MX-3610DS
マルチコピー機



54. コミュニティ･ストア〔CVS〕の出店状況 〔平成27年12月末現在〕

都道府県 店舗数 都道府県 店舗数

埼玉県 4 三重県 2

千葉県 3 滋賀県 2

東京都 40 大阪府 16

神奈川県 13 兵庫県 2

静岡県 1

愛知県 3 合計 86

コンビニエンスストアとしては、首都圏・中部・近畿エリアの10都府県の出店。
既存店へのマルチコピー機は順次導入。



65. サービス機能提供事業での展開拡大 【コミュニティ･ストア POINT】

機能提供事業のひとつ「コミュニティ･ストア POINT事業」は、CVSのサービス
機能に特化した加盟契約で、スーパーマーケットのサービスカウンターなどで
CVSサービスを提供するもので、物流網を有さずCVSの出店が適わないエリア
での展開も可能。

◎ 住⺠票などのコンビニ交付

◎ 公共料⾦などの「収納代⾏」

◎ コンビニ 「ATM」



76. コミュニティ･ストアPOINT〔CS-P〕の出店状況

都道府県 店舗数 都道府県 店舗数

岩手県 2 東京都 4

神奈川県 1 大阪府 1

兵庫県 1 合計 9

昨年から稼働した「CS-P」事業は現在、5都府県9店舗出店。
全国47都道府県を対象に展開拡大。



87. 岩⼿県奥州市との取組事例

●奥州市内にコミュニティ･ストア店舗なし
●コミュニティ･ストアでは、奥州市のコンビニ交付不能
●Aスーパーマーケットが胆沢区の店舗で「CS-P」導入
●KGC／市の担当者／Aスーパーマーケットとで連携
●コミュニティ･ストアで奥州市のコンビニ交付が可能に
●胆沢区エリアの多くの地域住⺠の⽅々の利便性が向上
●Aスーパーマーケットが水沢区で二店舗目となる「CS-P」導入
●奥州市内で更なる地域住⺠の⽅々の利便性が向上



98. 操作方法①

① ②

③ ④



108. 操作方法②

⑤ ⑥

⑦ ⑧



118. 操作方法③

⑨ ⑩

⑪ ⑫



128. 操作方法④

⑬ ⑭

⑮ ⑯



138. 操作方法⑤

⑰



149.コンビニ交付の全国展開拡大

●CS-Pによる、CVS出店エリア以外でのコンビニ交付展開拡大
●コミュニティ･ストア〔CVS〕出店地の交付不能の解消

・参加地方公共団体 234団体
・KGC交付可能 77団体
・交付可能率 32.9%
〔内 出店有り交付不能 8団体〕
・内 CS-Pによる交付開始 4団体

【 2016年7月1日現在の交付状況 】



15

今後とも、多くのお客様・地域住⺠
の⽅々の利便性向上に努めてまい
ります
更なる参画をお願い申し上げます


